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8 村上泰亮・西部邁編『経済体制論 第Ⅱ巻』49頁。 






























































































企業グループ １９４７ １９５４ １９５８ １９６３ １９６７ １９７２ 
上位 ５０企業 １７ ２３ ２３ ２５ ２５ ２５ 
〃 １００企業 ２３ ３０ ３０ ３３ ３３ ３３ 
〃 １５０企業 ２７ ３４ ３５ ３７ ３８ ３９ 
〃 ２００企業 ３０ ３７ ３８ ４２ ４２ ４３ 
出典：フェルドシュタイン、Ｍ．編『戦後アメリカ経済論（下）』203頁。 
 
１９７２年には上位 50 社は製造業の全付加価値の 25%、工場出荷額の約 24％を占めた。雇用者
数では 17%であった。資産集中度でみれば、１９７２年、製造業最大 200 社は資産（粗海外資産含
む）の 58.4%を占め、販売高中比重は 51.5%であった。非金融業最大 200 社の資産集中度は１９７
０年代前半に 40%前後である3。非金融業全体で１９７２年に総資産の 15.8%を海外に保有している4。

























































サーヴィス業 16.3％、販売・事務所管理サーヴィス 25.4%、農林水産・建設・鉱業 10.8％、製造業・
運輸業 12.7％である。サーヴィス業への雇用のシフトが生じていた15。非農業就業者数は１９７２
年から２０１５年までに 1.92 倍となったが、民間鉱工業・建設の就業者は 0.878 倍に減少したの










 就業者 実質ＧＮＰ 
1960 1970 1980 1985 1960 1970 1980 1985 
農林水産業 7.0 4.0 3.4 2.9 4.4 3.2 2.8 2.6 
鉱工業 26.6 25.4 22.2 19.5 25.3 26.0 25.7 25.3 
建設 5.4 5.3 5.6 5.6 6.3 5.0 3.6 4.6 
運輸・通信 5.4 4.8 4.7 4.3 5.7 6.4 7.2 6.1 
公益事業・政府企業 1.9 2.0 2.5 1.7 3.7 4.0 3.9 4.1 
商業 19.2 19.0 20.2 21.1 16.1 16.4 17.0 16.9 
金融・保健・不動産 4.2 4.8 5.7 6.2 14.0 14.5 16.3 14.6 
サーヴィス業 15.1 17.0 20.1 23.2 11.4 11.8 13.0 15.0 






















































































































































Report of the President[2017]、Chapter 6. 
26 Economic Report of the President[2017]、354－5ｐ． 
27 Economic Report of the President[2017]、571ｐ． 
28 河村哲二『現代アメリカ経済』第６章：春田素人編著『現代アメリカ経済論』第７章Ｂ：橋本寿郎編
『２０世紀資本主義Ⅰ 技術革新と生産システム』第６章の１。 































































































































































と株式合わせて 23％に留まる（銀行預金 34％、保険 23％）。 





























































































































































































































コアビタシオン）。８６～８８年に第１次民営化が行われ、対象となった 31 社のうち 12 件が実現
した。それにより国有企業のウェートは大幅に低下した。 
 





 売上 輸出 雇用 投資 
１９８４年（国有化後） 24.5 35.6 22.2 34.0 
１９８８年（民営化後） 12.3 19.1 10.0 18.9 





























サン・ゴバンの 4.3%、4.4%を、ＢＮＰはエールフランスの 8％を所有していた、等々。 
ＡＧＦ（保険）－クレディ・リヨネ（国有商業銀行）－パリバ銀行の場合、ＡＧＦはクレディ・リ
オネの株式の 6.4％、パリバの 8.21%を所有し、リオネはＡＧＦの 2.6%を所有し、またアエロ・ス
パシラルとユジノール・サシロール（製鉄会社）の 20%を所有していた、等々6。 

















































































































は 63%、株式発行は 28%であったが、２０００年に逆転し、外部金融中、銀行借入は 28%、株式発行
は 52.5%となった。預金に占める公的セクターの比重は１９８４年の 85％から２０００年には 20％
に急低下した。 
証券市場は拡大し、譲渡性証券時価総額の対ＧＤＰ比は１９８０年の 29％（上場株式時価総額のＧ
ＤＰ比は１９８９年に 32.6%、９０年代前半は 26－7%）から２０００年には 204％に急増した。パ
リ上場大会社 40社の外資比率は８０年代半ばまでは 10%未満であったが、２００４年に 44.2%（英
16％、米 7％、独 10％、日 10％）となった。フランス銀行のデータによれば、２０００年に全上場
株式の 43%を外資が占め、パリ証券市場取引高の 73％は外資であった。 
企業経営も変化した。同族経営は後退し、40 の巨大企業中、同族企業は 14 であった。しかもそ
の経営トップは必ずしも同族出身ではない。株式時価総額に占める 15 家族による同族支配の比重
は２００４年、35％に留まった。９６年以降、フランス資本の海外進出も急増する。 

































２１世紀初め、新規採用の 73％が有期契約の形であった。但し、契約終了時にはその 3分の 1から





とは労働力率を著しく引き下げた13。   
 
高失業のため社会保障支出が急増した。 































そのため官僚の産業界への転出が多くなった。それも 30 代、40 代の若手である。一群のエリー
ト官僚は約 50の有力大企業グループへ転出し、それらの経営権力を事実上掌握した。 
これら 50社の売上はＧＤＰの 3分の 1以上、株式時価総額はパリ株式市場のそれの 3分の 2、雇用















                                               










































みにフランスのジニ係数（等価可処分所得 資産所得含む）は 1970年に 0.35、1994年に 0.288（当初
所得 0.35）、2000年に 0.273であった。資産ジニ係数は 1992年に 0.65、2000年に 0.62であった。幾
分、所得格差は低下した。また一定の再分配機能は果たしていた。 









































































































の 20％から、６０年には 35%に増大した。公的部門の就業者比率は１９６５年には 15%であったが、
８０年代には 30％を超えた。２０００年には 32%となり、うち国が５％、ランシティング（県レヴ

































































































































































































































2 宮本太郎『福祉国家という戦略―スウェーデン・モデルの政治経済学』54－63 頁。 









結。その分課税免除）する。   
5 宮本太郎『福祉国家という戦略―スウェーデン・モデルの政治経済学』21－2、151－3 頁。 




                                                                                                                                                            
＊コンセンサスポリテックスについては岡沢憲芙『スウェーデンの挑戦』：丸尾直美・塩野谷祐一編『先
進諸国の社会保障⑤ スウェーデン』（1999）、第 4 章。 
6 宮本太郎『福祉国家という戦略―スウェーデン・モデルの政治経済学』204－8 頁。 
7 宮本太郎『福祉国家という戦略―スウェーデン・モデルの政治経済学』209－17 頁。 
＊労働者重役制については丸尾（1992）第 9 章。73~76 年の試行期間中に法律の対象となった 1556 の
企業、協同組合のうち約 82%で労働者代表が取締役会に参加した。 
8 宮本太郎『福祉国家という戦略―スウェーデン・モデルの政治経済学』第４章１，２，３． 






















19 宮本太郎『生活保障』223－4 頁。ｃｆ．篠田武司編著『スウェーデンの労働と産業』第 10 章。 
20 IMF- World Economic Outlook Database,April 2017. 










22 篠田武司編著『スウェーデンの労働と産業』第 10 章：穴見明『スウェーデンの構造改革』第 5 章。 






























































































































 ①フルタイム労働（週 36-38 時間） 
 ②大パートタイム（週 30-35 時間） 































































































































































































































































































ち株式を直接・間接に上場するのは 78社である。  
国有企業の株式会社化には全体改組と分離改組（優良資産のみ分離して改組）の 2 類型がある。
















































 ０６年現在、中国で事業を展開している外資系企業は 28 万社ある。中国の企業総数の３％、総
生産高は工業全体の 27.8％、輸出の 57％を占め、約 2300万人を雇用している。都市人口の約 10％
は様々な外資系企業に就職している。納税額は全国の税収の 20％になる17。 
 民営企業は全業種で１９９０年に約 9 万社、従業員 164 万人（平均雇用規模は 18.1 人）であっ
たが、２０００年には約 176 万社、従業員 2406万人（平均雇用規模は 13.7人）、２００２年には
243 万社強、3409万人（平均雇用規模は 14.0人）に増大した18。   
国有企業は数こそ少ないが、国有経済のＧＤＰ中シェアは０４年、42.1％、０７年、39％、０９
年、38％である。産業別シェアをみると０９年、工業では 35.8％、建築業で 29.5％、第３次産業














         表Ⅵ－１ セクター別工業企業の総資産利潤率（％） 
 ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ 
国有企業 5.54 6.28 6.82 4.80 
外資系企業 6.44 6.98 7.81 7.35 
私営企業 6.99 7.88 9.48 10.91 











 個 人 消 費 政 府 消 費 総資本形成 純 輸 出 
1978 48.8 13.3 38.2 -0.3 
1980 52.3 14.2 34.8 -0.3 
1985 50.7 14.3 39.0 -4.0 
1990 49.8 13.5 34.0 2.7 
1995 45.8 13.3 39.3 1.6 
2000 46.9 16.8 33.9 2.4 
2005 40.0 14.1 40.5 5.4 
2010 35.9 13.2 47.2 3.7 




 労働分配率 減価償却 税 経営者余剰 
1990 53.4 11.7 13.1 21.9 
1995 52.8 12.4 12.9 22.0 
2000 51.4 15.4 14.2 19.1 











































































０２年には都市立地企業の比重が約 3 分の 2 を占めた。民営企業数は１９９０～２００２年に 27
倍となり、従業員数は 20 倍強となった。既にみたように経営効率は国有企業や集団所有企業より





































































   
表Ⅵ－４ 党員経営者の比率 
 取締役 監査役 高級経理 取締役会会長 監査役会会長 総経理 




















強い 67  48.1 59.4 26.7 46.7 20  60.1 54.8 
普通 29.6 45.7 35.5 40  39.3 53.4 33.1 42.8 
弱い 1.9 3.1 1.5 20  4.7 13.3 4.2 0  
どちらで
もない 














主管部門任命 89     60.9 － 20.5 14.3 16.4 
取締役会任命 5.9 22.1 59.5 68.3 81.1 78.2 
競争と招聘制 3.7 14.5 12.5 5.9 2.6 2.7 

































































































中国国家統計局の定義では世銀の基準を参考にして年間収入が 6 万元～50 万元の世帯を中産階層







表Ⅵ－７ 中国の社会階層 （％） 
 １９７８ １９８８ １９９１ １９９９ 
公務員・準公務員 1.0 1.7 2.0 2.1 
企業マネジャー 0.2 0.5 0.8 1.5 
私営企業オーナー 0.0 0.0 0.0 0.6 
専門技術者 3.5 4.8 5.0 5.1 
オフィスワーカー 1.3 1.7 2.3 4.8 
零細企業オーナー* 0.0 3.1 2.2 4.2 
サーヴィス業従事者 2.2 6.4 9.3 12.0 
製造業従事者 19.8 22.4 22.2 22.6 
農業従事者 67.4 55.8 53.0 44.0 
無職・失業、半失業者 4.6 3.6 3.3 3.1 
＊零細企業は従業員 8人以下の私営企業を指す。 
出典：呉軍華『中国 静かなる革命』157頁；関 志雄『中国経済のジレンマ』202－3頁。 
 
 呉軍華の試算によれば、その中産階層の構成は次のようである。 















超える財産をもつ富豪が 3220 人いるが、うち 2932人は党幹部の子弟である。５つの最も重要な工




















































































































11 加藤弘之『「曖昧な制度」としての中国型資本主義』87－8 頁。 






















                                                                                                                                                            
23 丸川和雄『現代中国経済』20頁。 


















34 今井健一、渡邉真理子『シリーズ現代中国経済 (4) 企業の成長と金融制度』110－2頁。 
35 呉軍華『中国 静かなる革命』168頁。民営化の進展については中兼和津次『シリーズ現代中国経済
（1)経済発展と体制移行 』156－7頁。  
36 今井健一、渡邉真理子『シリーズ現代中国経済 (4) 企業の成長と金融制度』113－9頁。 
37 関 志雄『中国経済のジレンマ―資本主義への道』166頁。 
38 関 志雄『中国経済のジレンマ―資本主義への道』124頁。 














47 マグレガー・リチャード『中国共産党 』302、305－6頁。 
48 丸川和雄『現代中国経済』62－3、71頁。 

























61 中兼和津次『体制移行の政治経済学 』220－2頁。 
62 田中修『検証 現代中国の経済政策決定』152頁：大橋英夫『現代中国経済論』第５章：加藤弘之・久





という（呉軍華『中国 静かなる革命』185頁）。西川 昌登『中国の社会保障の現状と 今後の動向につ
いて －年金、医療、高齢者介護を中心に－』は中国における社会保障の現状を簡潔に纏めている。 
65 呉軍華『中国 静かなる革命』72－4頁。 










71 呉軍華『中国 静かなる革命』169－70頁。 
72 何清漣『中国高度成長の構造分析』辻康吾編・訳、小島麗逸解説 212頁。 
73 遠藤誉『拝金社会主義 中国』。 
74 遠藤誉『拝金社会主義 中国』166－7頁。 
75 関志雄『中国「新常態」の経済』 28－9頁。 
76 渋谷博史ほか編『アメリカ型企業ガバナンス』44頁。 












７．インド経済            
 









































年度に 10％、６５／６６年度に 4％、中間財では 17％から 8％、資本財では 53％から 21％に低下
した。  
１９５０－６４年に GDP 年成長率は 4％（とくに第２次産業は 6.8％）であり、１人あたり GDP









地主階級からの圧力があり、農業重視の開発戦略へ転換する。第 4 次 5 ヵ年計画は延期され、１９
６６－６９年は年次計画となった。「新農業戦略」が採用され、農業に有利な価格政策（最低支持





































業や外資系に開放される産業数を 30 に拡大した。 














 だが雇用は伸びず、７２－７８年に 5.1％であった年平均雇用成長率は，８３－８８年には 2.1％
に留まった。７２－８８年に小規模製造業の年平均雇用成長率は 4.57％であったが，組織製造業（従
業員 10 人以上の企業）では 1.44％に過ぎなかった。 
産業の法人化と集中は進む。工業付加価値総額に占める従業員 5 千人以上の工場のシェアは７５
／７６年に 16.9％であったが，８２／８３年には 24.9％となった。 
経営不振企業は急増し、８６年，147 千，８８年，242 千であった。産業立地は分散し、資本財
輸入は急拡張した。 
他方，輸出は停滞した。輸出の対 GDP 比は８０／８１年，5.5％，８８／８９年は 5.9％に留ま
った。工業品の比重は高まったが，工業品輸出はさほど伸びなかった。輸出加工区のシェアは８５








貿易赤字は対 GDP 比 3％台であり、経常収支赤字は８０年代前半には対 GDP 比 1.3％，後半は
2.2％であった。 
中央政府財政赤字は８０年代前半に対 GDP 比で 6.3％，後半に 8.2％となった。銀行券発行は増


























を占め，輸出額の 40％（０５年）を占めていた。留保品目 reservation は６７年に 47 品目であっ
















































特にソフトウェア産業は知識集約型で超輸出志向である17。   
























１９８０ 41.8 21.6 18.4 6.5 11.7 
１９９０ 34.9 24.5 18.7 9.7 12.2 
２０００ 26.2 24.9 22.8 12.6 13.5 












表Ⅶ－２ インド工業部門の所有形態 1978／79 年(％) 
 雇用 資本 付加価値 
公共部門 26.7 62.1 29.5 
ジョイント部門 5.1 5.8 5.9 
民間部門 68.2 32.1 64.6 





































以上が一応の基準）、その市場は急拡大している。98 年にはそうした階層は 25.8％であり、3 億人




 １９９５ ２００１ ２００５ ２００９ 
貧困層（年間所得９万ルピー以下） 79.6 71.9 64.9 51.5 
上位貧困層（９万ルピー～２０万ルピー） 17.5 21.9 26.2 33.9 
中間層（２０万ルピー～１００万ルピー） 2.7 5.7 8.1 12.8 




就業者は組織部門（公共部門と民間非農業部門の 10 人以上の事業所。製造業では動力使用で 10
人以上、未使用で 20 人以上雇用）と非組織部門（家内工業及びそれ以外の小規模産業）に分かれ





れば１９９３―９９年度において組織部門は付加価値の 64%を占めるが、就業者の 17%に留まる。 
非正規化が進む。９９年、就業者中、自営業は 52.9％。正規雇用は 13.9％、臨時雇用は 33.2％




表Ⅶ－４ 就業と教育 １９９９年度（ＵＰＳ基準） 
 平均学歴（年数） 学歴なしの比率（％） 大卒の比率（％） 
就業者全体 3.7 43.3 5.8 
自営業 3.7 41.6 4.4 
臨時雇用 1.8 60.3 0.3 




 ＳＴ ＳＣ ＯＢＣ その他 ＵＣＨ 
農
村 
非識字 57.8 53.4 45.2 32.3 18.3 
識字 42.2 46.6 54.8 67.7 81.7 
ドロップアウト率（％） 87.7 86.5 82.3 75.1 35.2 
修学率 5.0 5.2 7.1 10.8 11.4 
都
市 
非識字 30.0 33.8 24.7 13.5 3.4 
識字 70.0 66.2 75.3 86.5 96.6 
ドロップアウト率（％） 67.9 76.1 67.9 51.2 34.9 






 ＳＴ ＳＣ ＯＢＣ ＵＣＨ 
農
村 
非農業自営業 5.2 12.0 15.5 8.2 
農業自営業 36.2 16.4 34.7 60.0 
農業労働者 39.7 51.4 29.2 17.2 
その他労働 8.9 10.0 7.9 1.5 
その他 10.1 10.2 12.7 13.4 
都
市 
自営業 21.6 27.3 37.6 29.2 
正規雇用 38.0 37.6 36.3 56.2 
臨時雇用 25.6 26.5 17.4 2.6 
その他 14.7 8.5 8.5 11.5 
出典：絵所秀紀『離陸したインド経済』205 頁。 
 




































①ソフトウェア産業   
















れ 58％と 42％となった。 














77 万人であった。因みに中国は 900 万人，うち理工系 59 万人である。 
IT 技術者は８５／８６年度に 6800 人であったが、９９／００年度には 28 万 4 千人、０２／  
０３年度には 66 万 1 千人に急増した。毎年、ITT,インド科学大学院大学などは 12 万 6500 人の卒
業生を輩出している。  







粗鋼生産は２００２年に 2880 万ｔであり、世界第 9 位である。ブラジルに匹敵し，英，仏，伊
を上回る。 























０４／０５年度、乗用車年産は 100 万台（世界の生産の 2.2％）である。９９年以降，外資企業も
生産伸ばしし、０３年に 30 万台となった。2 輪車生産は 800 万台（同 18.5％）である。 
自動車産業（2 輪車含む）の雇用者は 80 年に約 20 万人であったが、９５年には 30 万人を超え
る。０１／０２年度、工業雇用者中 4.79％を占めた（８９年 2.39％）。 







④小規模産業ＳＳＩ（資本投下が 1000 万ルピー以下［一部 5 千万ルピー］の企業）。 
手織などの農村工業と近代的部門がある。サーヴィス部門も含む。０１／０２年度、SSI の稼働
企業は推計 1052 万であるが，未登録が多い。 
０１年に工業生産の約 40％を占め、総輸出の 35％を占める。雇用は約 2500 万人である。 
雇用創出，地域分散を図るため以下のような支援策が講じられた。 
ⅰ．優先的信用配分、ⅱ．留保品目制度：定められた品目への大中企業の参入禁止（６７年に 47
品目，７８年に 807，８４年に 873，０４年に 605 品目が指定された。０１年には全ての品目が包
括的輸入許可の対象となる）。ⅲ．政府による優先的購入制度（７０年代後半以降，241 品目，    




８９年に 409 品目，０４年に 358 品目がその対象となった）。ⅳ．免税（製造業で売上高 3 千万ル
ピー未満）、ⅴ．工業団地である。指令制による保護である。 
























は総人口の 6.4%，貧困層（貧困線の 75～100％）は 15.4％，限界層（貧困線の 100~125%）は 19.0%，
脆弱層（貧困線の 125~200％）は 36.0%、中間層（貧困線の 200~400％）は 19.3%、高所得層（貧
困線の 400％超）は 4.0%であった。従って「普通の人々」＝下層は合わせると 76.7%になる。    


















９９年に IRDP は自助グループへのプログラムに変わる。 
フード・フォー・ワーク・プログラムは７０年代後半から開始された。余剰食糧を利用した。 
２００４年には全国フード・フォー・ワーク・プログラム（公共事業など）が最後進 150 県で開始
された。０５年には全国農村雇用保障法が制定され、希望する農村住民に平均最低賃金 1 日 1.35

































                                                                                                                                                            
5 絵所秀紀『離陸したインド経済』147－55頁。 
6 インドの民主主義については堀本武功『インド グローバル化する巨象』52－4頁。 
7 絵所秀紀『離陸したインド経済』はしがき。 



























28 以上、小島真『インドのソフトウェア産業』：榎泰邦『インドの時代』118－122 頁。 
海外インド人は約 2000万人。00年、インド系アメリカ人は 167万人（在住 180万）である。90年、シ














35 堀本武功「インド グローバル化する巨象」52－4頁：日本経済新聞 2007年 8月 16日。 



































































































































21 世紀中国総研編『中国情報ハンドブック ２０１０年版』 蒼蒼社 
Economic Report of the Presidennt,2017 




























井上義朗 『エヴォルーショナリー・エコノミクス』 有斐閣、１９９９ 
今井賢一『情報ネットワーク社会』岩波書店、１９８４ 
今井賢一・金子郁容『ネットワーク組織論』岩波書店、１９８８ 





























大橋秀夫/丸川知雄『中国企業のルネサンス』岩波書店、２００９   







































































































東京大学社会科学研究所編『２０世紀システム２ 経済成長Ⅰ 基軸』東京大学出版会、１９９８ 
唐燕霞『中国の企業統治システム』御茶の水書房、２００４ 









中兼 和津次『シリーズ現代中国経済（1)経済発展と体制移行 』 名古屋大学出版会、２００２ 
中兼 和津次『開発経済学と現代中国 』 名古屋大学出版会、２０１２ 


































ハムデン‐ターナー,C.,トロンペナールス,A.『七つの資本主義―現代企業の比較経営論』上原 一男 , 












藤井威 『スウェーデン・スペシャルⅠ 高福祉高負担政策の背景と現状』新評論、２００２ 
















丸尾直美・塩野谷祐一編 『先進諸国の社会保障⑤ スウェーデン』東大出版会、１９９９ 
丸尾直美 『スウェーデンの経済と福祉』中央経済社、１９９２ 
丸川 知雄『現代中国の産業―勃興する中国企業の強さと脆さ』中央公論新社、２００７ 
丸川知雄『シリーズ現代中国経済（3）労働市場の地殻変動』名古屋大学出版会、 ２００２  
丸川知雄『移行期中国の産業政策』アジア経済研究所、 ２０００      
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１９９２ 
湯元健治・佐藤吉宗 『スウェーデン・パラドックス』日本経済新聞社、２０１０ 
横川信治・板垣博編『中国とインドの経済発展の衝撃』御茶の水書房、２０１０ 
李捷生『中国「国有企業」の経営と労使関係』 御茶の水書房、２０００ 
ロビン メレディス，太田直子訳『インドと中国』ウェッジ、２００７ 
渡辺靖編『現代アメリカ』有斐閣、２０１０ 
